
Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

１． (A) 4,565 4,372 3,984 3,707 3,784 4,050 3,999 4,054 4,054 3,993

(1) 4,397 4,233 3,803 3,557 3,637 3,900 3,851 3,906 3,906 3,845

(2) (B)

(3) 168 139 181 150 147 150 148 148 148 148

２． 720 707 685 677 664 670 671 671 671 671

(1) 52 51 56 20 15 11 11 11 11 11

6 7 7 9 5 5 5 5 5 5

46 44 49 11 10 6 6 6 6 6

(2) 674 663 629 657 649 555 555 555 555 555

(C) 5,285 5,079 4,669 4,384 4,448 4,720 4,670 4,725 4,725 4,664

１． 4,636 4,326 3,993 4,000 3,989 4,040 3,989 3,934 3,909 3,891

(1) 2,060 2,045 2,089 2,117 2,108 2,295 2,362 2,370 2,365 2,359

970 957 970 981 975 953 1,009 1,013 1,011 1,008

148 182 156 167 184 147 156 158 156 154

942 906 963 969 949 1,195 1,197 1,199 1,198 1,197

(2) 1,700 1,379 969 928 882 935 856 832 809 809

1,200 879 487 458 414 470 376 352 329 329

624 645 653 676 695 443 408 406 406 406

195 210 237 239 252 262 266 266 266 266

23 17 17 20 9 81 75 75 75 75

(3) 229 240 265 259 295 286 288 251 254 242

２． 716 703 696 696 668 642 657 646 638 638

(1) 133 125 117 109 103 95 79 74 70 70

(2) 583 578 579 587 564 548 545 545 545 545

(D) 5,352 5,029 4,689 4,696 4,657 4,682 4,646 4,580 4,547 4,529

(C)-(D) (E) -67 50 -20 -312 -209 38 24 145 178 135

(F)

(G)

(F)-(G) (H)

-67 50 -20 -312 -209 38 24 145 178 135

(I) 647 697 674 362 153 191 296 502 711 946

(J) 2,914 2,875 3,035 2,848 2,794 1,053 863 2,818 2,818 2,818

807 716 728 662 653 653 653 653 653 653

(K) 567 344 361 362 334 260 260 260 260 260

551 311 346 346 321 250 250 250 250 250

(L)
( I )

(A)-(B)
(L)

(A)-(B)

(M)

(A)-(B) (N) 4565 4372 3984 3707 3784 4050 4139 4183 4186 4186

×100

((M)／(N)×100)資 金 不 足 比 率

累 積 欠 損 金 比 率 （ ）×100

）
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（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

１． 100 110 60 320 60 100 50 50 50 50

２．

３．

４． 162 180 183 186 179 207 179 179 179 179

５．

６． 10 11

７．

８．

９． 500 500 500

(A) 272 290 243 506 250 307 229 729 729 729

(B)

(A)-(B) (C) 272 290 243 506 250 307 229 729 729 729

１． 719 134 68 331 86 100 50 50 50 50

２． 255 314 309 320 313 469 313 283 278 213

３．

４．

５． 500 500 500 500 500

(D) 974 448 377 651 399 1,069 863 833 828 763

 (D)-(C) (E) 702 158 134 145 149 762 634 104 99 34

１． 701 158 134 145 149 762 634 104 99 34

２．

３．

４． 1

(F) 702 158 134 145 149 762 634 104 99 34

445 445 448 448 448 448 450 452 457 463

4,868 4,663 4,414 4,414 4,161 3,792 3,530 3,296 3,068 2,905

4,868 4,663 4,414 4,414 4,161 3,792 3,530 3,296 3,068 2,905

（２）他会計繰入金
年　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

125 104 137 143 134 134 134 136 136 136

104 83 116 112 104 101 101 105 105 105

21 21 21 31 31 31 31 31 31 31

162 180 183 186 178 179 179 176 176 155

162 180 183 186 178 179 179 176 176 155
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（単位：百万円）
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（３）経営指標等

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） (決算見込)

資金不足比率 (％) (再掲) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

料金回収率※ (％)

総収支比率（法適用） (％) 98.8 101.0 99.6 93.4 95.5 100.8 100.5 103.2 103.9 103.0

経常収支比率（法適用） (％) 98.5 101.1 99.8 92.7 94.9 101.5 100.3 103.1 103.7 102.6

医業収支比率（法適用） (％) 98.5 101.1 99.8 92.7 94.9 101.5 100.3 103.1 103.7 102.6

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲)

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲)

(％) (再掲)

(％) 2.7 2.2 3.3 3.9 3.5 3.3 3.4 3.4 3.4 3.4

うち基準内繰入金 (％) 2.3 1.9 2.9 3.0 2.8 2.5 2.5 2.6 2.6 2.6

うち基準外繰入金 (％) 0.5 0.3 0.4 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8
　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％)
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

(％) 59.6 62.1 75.3 36.8 71.2 58.3 78.2 24.1 24.1 21.3

うち基準内繰入金 (％) 59.6 62.1 75.3 36.8 71.2 58.3 78.2 24.1 24.1 21.3

うち基準外繰入金 (％)
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００

(単位：％)
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（４）収支見通し策定の前提条件

　注１　収支見通しを策定するに当たって、前提として用いた各種仮定（前提条件）について、各区分に従い、それぞれその具体的な考え方を記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

繰出基準に基づいて行っています。また、基準外は構成市町の同意のもと医師不足対策として特別に繰入を行っています。

該当なし。

アウトソーシング・材料費の見直し及び事務職員の適正配置により経費削減が見込まれます。

収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件）条件項目

１　料金設定の考え方、料金収入の見込み
平成１９年４月１日に脳神経外科・神経内科の撤退もありましたが、近隣病院との連携や当病院の内科・外科にて対応を行い、
著しい収益低下には至っていません。また、7対１看護やＤＰＣ導入により収入は増加する見込みです。しかし、その分医師・看護師
の人件費が増加します。

４　その他収支見通し策定に当たって前提
　としたもの

２　他会計繰入金の見込み

３　大規模投資の有無、資産売却等による
　収入の見込み
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